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西欺諸国における労働災害補値制度の発展には、二つの流れがみられ為。｜は、’八九七年のイギリス立法（三・‐
『一目⑦ご妙○・日肩口、目・□しｏ〔）を先駆とする法制、すなわち無過失責任と定額（率）補償を特質として個別的使用者
に被災労働者に補償義務を確立する、個別的使用者責任法制から川発した多くの国交二八九八年Ⅱフランス、デン
マーク、一九○三年Ⅱベルギー、ロシヤ、’九○四年Ⅱスイスなど）の例に象られるものであり、他は、’八八四年
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災
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世
界
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け
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補
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社
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傾
向
高
藤
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し
か
し
な
が
ら
、
か
か
る
重
要
な
意
義
を
も
つ
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
個
別
使
用
者
責
任
法
制
に
は
、
き
わ
め
て
大
き
な
弱
点
が
あ
っ
た。それはいかに使用者の力をもってしても、蝋大する労働災害の補償には資金上の限界があったことにあぁ（１）。
いかに趣旨や理念において崇高な制一度も、使用者の資金面から補償が確保されないことになっては絵に画いた餅にす
ぎ
な
い
。
お
よ
花
労
災
補
慨
制
度
に
媚
い
て
節
一
義
的
に
達
成
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
は
被
災
労
仙
者
へ
の
杣
仙
の
確
保
で
あ
る。そこで、各国とも、個別使用者の資金面上の弱さを克服して、完全な補償を確保するための方策の樹立に意が注
がれることになる。そしてこの方策として浮びあがってくるのが、武任保険ないしそれに緬似の制庇を補償制度に結
合させることである。これはいう萱でもなく、個別的には資金力の弱い多数の使用者が集団を形成し、そこに責任負
担の危険を分散して、かつ補仙の十全を期するものであった。
こ
の
責
任
便
険
な
い
し
そ
れ
に
類
似
す
る
制
度
の
結
合
の
度
合
い
は
、
国
に
よ
り
異
っ
て
あ
ら
わ
れ
る
が
、
時
と
と
も
に
強
化
さ
れ
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のドイツ詞ビスマルク立法に典型的にふられるように、個別的使用者に対する補償責任を確立または前提とせず、
社会保険方式により、いわば集団的使用者によ為補償形式をとったものである。
この二つのうちの主流とふられる第一の形態は、およそ私的企業組織のなかにおいて雇用労働者を被災させた企業
主は、その過失の有熈を問わず、被災労働者に補償をなすべしとする新たな法思想を樹立したものとして、近代労働
法史および法理論史上画期的な意義が認められるのであるが、それは資本主義体制下における湛的利潤追究過程でな
かば必然的に発生す為労働災害についての個別的使用者に対す為強い社会的非難を背景とするもので、機能的には、
単に被災労働者の生活上の保護にとどまらず、個別使用者に対する懲戒および災害予防の意味もこめられたものであ
った。
為。一八九七年当初のイギリスにおいては被災労働者に使用者の財産上に先取特権を認めるにとどめ、またもし使用
者が任意保険に加入したならば、保険給付への特権を与えるにすぎなかった。フランス、スエーデンなどでは、責任
保
険
は
強
制
さ
れ
な
い
が
、
任
意
保
険
が
組
織
さ
れ
、
ま
た
使
川
者
の
拠
出
に
よ
る
保
障
基
金
が
設
置
さ
れ
る
。
ベ
ル
ギ
ー
（
一
九
○
三）、オランダ（一九一一一）、などでは、ついに使用者に責任保険加入が強制される（ただ、保険機関は私保険でもよ
く、使剛者は保険機関選択の自由があった）。彗九○六年のイギリス法は、相互保険が関係者の過半数を組織するよ
うになれば、使用者をこれに強制加入させた。そして一九四五・年のフランスでは、社会保障基金に使用者を強制加入
せしめ、被災労働者はこれに直接請求できることとなった（２）。
こ
の
よ
う
に
し
て
、
個
別
責
任
法
制
に
お
い
て
は
、
そ
の
実
効
性
確
保
の
た
め
に
保
険
的
技
術
の
結
合
の
度
合
い
が
漸
次
強
め
ら
れ
、
そ
れ
が
労
災
保
険
と
し
て
、
社
会
保
険
発
展
の
先
導
的
役
割
を
は
た
す
こ
と
に
な
る
の
で
あ
る
が
、
こ
こ
で
注
目
す
べ
き
こ
と
は
、
そ
の
保
険
的
技
術
結
合
の
強
化
に
よ
る
使
用
者
責
任
の
実
効
性
の
確
保
が
凶
ら
れ
る
ほ
ど
、
労
災
補
償
関
係
に
お
け
る
保
険
制
度
は
、
そ
の
ウ
エイトを増大し、補償関係の法的基礎としての使用者責任の意義を薄れしめ、そこから遊離した独自の存在を主張す
るに至ることである。すなわち、労災補償責任制度において、その補償の承を担当する保険制度が前面に出て、賠償
的機能が優越化し、その根底における使用者責任の懲戒的、予防的機能はもとより、その存在そのものを背後に押し
やる傾向を生ずるのである。そしてこの傾向に一層の拍車をかけ、ついには使用者責任を消滅にさえ追いこむにいた
るのは、第二次大戦以後に垢ける、「社会保障」なるより高次の新たな原理にもとづく制度のなかに労災補悩が吸収
され、組込まれるに至るときである。
これはまず戦後のベパリッジ構想のなかにあらわれ、イギリスにおける一九四六年の貴国農・ロロｐｐｍ同目８〈匠旦‐
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口、日②自己一目の＄しＲ・后禽遷に体現される。ベバリヅジは、「労働者が事故でその脚を失った場合は、事故がエ場内で
起ころうと道路上で起ころうと、彼のニードには変りがない」として、彼の構想による社会保障計画のなかに、労使
双方および国の拠出による労災保険制度を統合したのであ為（３）。ここにおいて、過去の使用者責任原理は消滅し、
社会保障の原理が代置されることになる。その社会保障の原理とは、ベバリッジがいみじくも述べた、右の、脚を失
った者の－－－Ｆは、その事故が工場の内外でおこることによって差異はないという認識のなかに貼っともよく示され
ている。すなわち、過去の使用者責任による労災補償は、その視野を労使関係の場の染におき、使用者に、その使用
者の立場からの被災労働者に対する補償責任を課したものであるに反し、社会保障制度のもとにおいては、労災補償
は
、
全
国
民
の
生
活
保
障
者
と
し
て
登
場
し
た
国
家
に
よ
る
国
民
の
生
活
保
障
関
係
の
一
環
と
し
て
あ
ら
わ
れ
る
。
そ
の
新
た
な
国
家
に
とっては、国民の生活上の事故の原因はもはや問題とならないのである。そして、この新たな国家を登場せしめたし
の
は
、
と
く
に
戦
後
に
潴
け
る
生
存
権
思
想
の
進
展
、
確
立
で
あ
っ
た
。
こ
の
よ
う
な
労
災
補
償
の
社
会
保
障
へ
の
と
り
こ
詮
が
ぼ
ぽ
完
成
さ
れ
た
形
で
姿
を
あ
ら
わ
す
イ
ギ
リ
ス
の
よ
う
な
例
に
ま
で
は
至
ら
ないにせよ、一九四六年のフランス法制も同一指向をもつものであった。ここでは個別責任は農業労働者に対する補
償の承に残存せしめられて、一般労働者に対するものはすべて社会保障制度の一部門たる社会保障金庫の鐡菅する強
制社会保険に吸収された。ただイギリスの場合との大きな差は、その財源がすべて使用者側の拠出からなる点であっ
た
。
そ
し
て
、
こ
う
し
た
傾
向
の
な
か
で
、
も
っ
と
も
完
成
し
た
形
に
お
い
て
労
災
補
償
を
社
会
保
障
の
な
か
に
と
り
こ
ん
だ
の
は
一
九
六
六
年
の
オ
ラ
ン
ダ
立
法
で
あ
っ
た
。
こ
れ
は
、
そ
れ
以
前
に
お
け
る
業
務
外
廃
疾
の
た
め
の
廃
疾
保
険
に
お
け
る
給
付
水
準
が
労
災
職
業
病
保
険
の
そ
れ
に
比
し
低
か
っ
た
こ
と
に
対
し
、
ベ
バ
リ
ッ
ジ
の
発
想
と
ま
っ
た
く
同
様
、
同
じ
労
働
不
能
の
状
態
に
あ
る
屯
の
臓
同
じ給付を受けるべきものであり、その廃疾の原因によって給付額に差を設けることは不当であるとの見地から発した
もので、右の二保険部門を統合し、労使双方の負担に鐙いて（当初の予想では、賃金額の、使用者三、四五％、労働
者○、七五％、計四二％）業務外廃疾給付水準を引上げる形で給付額に鯖ける廃疾原因上の差別を廃止したへ４｜・
前述のイギリスの場合に満いては、労災に対する給付水準は他よりなお高かったが、これをも平等としたもので、こ
こに、「労災補償」の概念は消滅した（５）。
以上、顕著な例をとりあげて説明したが、これが労災補償における．責任から社会保障へ」あるいは「労災補償の
社
会
保
障
化
」
と
い
わ
取
る
現
象
で
あ
り
、
西
欧
諸
国
を
中
心
と
し
て
、
世
界
的
に
認
め
ら
れ
る
傾
向
で
あ
る
。
西
欧
諸
国
中
、
こ
の
面
で
も
っ
と
も
遅
れ
て
い
た
ベ
ル
ギ
ー
に
お
い
て
も
、
一
九
六
三
年
に
職
業
病
に
対
す
る
強
制
保
険
化
な
ど
が
な
さ
れ
、
こ
れ
が
ベ
ル
ギ
ー
労災法制の社会保障化の第一歩とふられていたが（６）、’九七一年には、社会保障の普遍性原理のもとに、全使用者
の強制労災保険制度が設けられることとなった（７）。
そ
し
て
、
わ
が
国
も
ま
た
こ
の
世
界
的
傾
向
に
お
け
る
例
外
で
は
な
か
っ
た
（
８
）
。
わ
が
国
の
場
合
、
個
別
使
用
者
の
本
格
的
な
労
災
補償責任制が一応の確立をみたのは大正四年施行の工場法においてであったが、業務上災害、疾病をも対象とした強
制保険たる健康保険が昭和二年以来これに結びつけられ、早くから強制保険化されていたといえる。しかしわが国の
場合は、補償の法的基礎はあくまでも個別責任法（工場法↓労蕊法）であって、保険制度はその責任の履行の確保を
図る制度として背後に存在したにすぎなかった。したがって、労災保険は使用者の利便のための責任保険としての性
格が強く、その社会保障性はもちろん、社会保険性すら稀薄であった。しかし昭和三五年および昭和四○年の改正に
よるいわゆる「労災保険のひとり歩き」以後、労基法上の使用者責任から独自性を発揮しはじめ、そこに社会保障性
労
災
保
険
の
社
会
保
障
化
上
の
基
本
的
問
題
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がかなり承られることとなった。そして昭和四八年には冠通勤途上災害に対する補償が労災保険によって行なわれる
措憶がとられ、この傾向をさらに顕著ならしめた。労災補償の社会保障化傾向は、わが国では労基法上の使川者責任
から分離した労災保険の社会保障化としてあらわれるのである。
以上のような労災補償の社会保障化は、個別責任に満け為懲戒的、予防的効果を消滅させるという大きな欠点をも
つ反面、労働者の生活保障についてのより高次の原理た為社会保障の方式Ⅱ国家による国民に対する直接的生活配慮
の方式に置換されることによって、個別責任におけ為補償の限界ｌ補償額、補償範囲、補償形式などの面におけるｌ
の克服が可能となるのである。この個別責任から社会保障への原理的転換過程、両者の原理的相違とそこから導かれ
る具体的な補償構造上の差異について、私はかって考察を試承たす）。そして、労災保険の社会保障化は、その社会
保障の根本原理のもとに、従来の労災保険に対し、⑩労災保険制の目的と国の地位の変化、②保険と使用者責任との
関連性の切断、③保険料の性格変化と国庫負担導入、という三つの基本的変化をきたし、それに応じた補償構造がと
られることを示した。これはあくまでも労災保険の立場から、社会保障化がそれにいかなる変化をおよぼし、またお
よ
ぼ
す
べ
き
で
あ
る
か
の
観
点
か
ら
な
さ
れ
た
も
の
で
あ
り
、
そ
れ
が
全
社
会
保
障
体
系
の
な
か
で
い
か
な
る
地
位
を
し
あ
る
べ
き
か
、
具体的には、他の社会保障制度との関連における、労災保険の財源負担、給付水準、保険料率の定め方などから、さ
らに労災保険の特別取扱の可否の問題にいたるまでの多くの側題の解決が私に残されていた課題であった。そして水
稲
は
こ
の
残
さ
れ
た
課
題
の
一
端
を
は
た
そ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
ところが、右に述べた私の労災保険の社会保障化の考え方に対し、、いわゆる集団責任説の立場からの批判をいた
だき、また最近の労働法学会でのシンポジウムに鮪いては、この問題についての諸家の意見の開陳があった。そして
学
界
全
体
と
し
て
は
、
労
災
保
険
の
社
会
保
障
化
と
そ
の
理
論
に
対
し
て
は
か
な
り
警
戒
的
空
気
の
強
い
こ
と
が
う
か
が
わ
れ
た
凶
。
そこで、集団責任説に対する私の考えを述べることによって私の立場をより明確にする必要を感じるので、本論に入
る
前
に
、
ま
ず
こ
の
点
か
ら
は
じ
め
る
こ
と
と
し
た
い
。
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一
二
七 「社会保障
ど
ち
ら
の
み
呪
在
の
右
に
み
た
よ
う
な
労
災
保
険
改
革
の
動
向
を
「
社
会
保
障
化
」
と
し
て
と
ら
え
、
か
つ
そ
の
傾
向
を
肯
定
す
る
私
な
ど
の
い
わ
ゆる社会保障説に対し、集団責任説の立場から西村鴎は、まず、①被災者の法関係を、国家の国民に対する生活保障
義務一般のなかに解消することによって労働災害発生に関する資本の責任をあいまいにするＩ補償責任と使用者責任
とのⅢ連は切断され、使川者の拠出金単独負担の根拠が失なわれ、国庫負担が積極的に是認されるＩ。②給付が他の
社会保障と同じく妓低生活水準の保障でよいことにな粉、を理由として批判的態度を示される（１）。また、社会保障
説の延長上にある、いわゆる労災保険解消論（労災保険を完全に社会保障制度一般のなかに解消し、その独自的存在
を矢なわせることを主張する説）についても、業務上災害補償が損害填補的性格とともに慰籍料的要素をもち、業務
外災害に対する給付と性格が異ること、および使用者を理由なく免責することになることから、否定される（２）。氏
の
雄
Ⅲ
減
任
説
で
は
、
労
災
保
険
を
、
「
個
別
使
川
考
査
圧
の
払
大
に
よ
っ
て
補
仮
し
切
れ
な
い
も
の
（
た
と
え
ば
ス
ラ
イ
ド
年
金
の
賦
与
、
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
施
設
の
設
櫛
な
ど
）
を
、
使
用
者
の
此
低
を
集
団
化
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
補
悩
し
よ
う
と
す
る
（
３
）
」
も
の
と
み
る
の
で
あ
る
。
こ
の
意
味
で
の
労
災
保
険
は
、
単
に
使
用
者
の
危
険
を
分
散
さ
せ
る
機
能
だ
け
で
な
く
、
「
保
険
制
度
を
利
用
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
集
団
と
し
て
の
使
用
者
の
責
任
の
払
大
、
徹
底
を
は
か
り
、
被
災
者
の
こ
う
む
っ
た
人
身
損
害
の
よ
り
完
全
な
填
補
を
実
現し、それを通して被災者の生活の確保をはかるための制度」であり、現在の労災保険の社会保障化現象もこれによ
って理解される（４）。そして、その集団責任の法的根拠は「使用者の資本としての一体性」に求められ、またこの発想
は「彼災者に災害前の生活を可能なかぎり回復させるべきであるとの労働者の生存権的要求に基く」とされるのであ
労
災
保
険
の
社
会
保
障
化
上
の
避
本
的
問
題
二
労
災
保
険
を
め
ぐ
る
集
団
責
任
説
と
社
会
保
障
説
￣ 
二
八
こ
の
西
村
氏
の
所
説
の
う
ち
、
ま
ず
、
最
初
の
社
会
保
障
説
に
対
す
る
鮒
こ
の
批
判
点
で
あ
る
が
、
社
会
保
障
Ⅱ
岐
低
生
活
保
障
と
す
るのは、今日に鎧いてはもはやドグマである。このことは改めて後述する。つぎに社会保障説に対する第一の批判点
については、これは、まさに私が労災保険の社会保障化にともなって生ずる構造原理上の基本的変化として指揃し、
かつ是認した点であった。その必然性と必要性については、ここではくり返さない。ただ一言すれば、社会保障法は
鬮家の川民に対する生活保障義務から発する法体系であって、佃別仙川者の雇用労働者に対する生活保陣議務よりは
一段高い次元に立つものであり、かつ、生存権原理の進展とともに、その包括性、統一性の内在的要請はますます強
くなる性格のものである。この包括性、統一性の要請の結果として、そしてまた、従来の損失てん補を本質とする個
別責任による補倣の限界を突破し、制度をより前進せしめるものとして、社会保障はついに個別責任原理を消滅させ
る
に
至
る
の
で
あ
る
（
６
）
。
そ
し
て
こ
の
こ
と
の
必
然
性
、
必
要
性
は
、
今
日
の
労
働
災
害
の
新
し
い
状
況
に
よ
り
、
労
働
災
害
に
お
け
る
使
用
者
へ
の
帰
責
性
、
非
難
性
の
稀
薄
化
に
よ
っ
て
強
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
が
見
逃
せ
な
い
。
す
な
わ
ち
、
と
く
に
労
働
災
害
に
お
け
る交通災害の激増、都市生活からくる労働者の体力、健康状態の悪化の影響、公害関連労働災害の多発などの企漿外
的要素の噸大の傾向（「労働災害の社会化現象」と呼びたい）は、労働災害を個別的企業危険の発現としてではな
く、社会的危険のそれとしてとらえるべき面を弧めており、その紬果、その予防と補償の面においても、川別淡任を
超越したところにおいて、すなわち国家全体として処理しなければならない特質を強く打出しているのである〈７。
そこで残された問題は、集団責任といわれる観念や制度そのものについてである。この責任形態は、かつてのピス
マルク労災保険についていわれ（８）、また、労災杣償が個別責任から社会保障への移行の中間的武任形態としても脱
労災保鹸の社会保障化上の基本的問題
一二九
る
「、
５ 
Ｃ 
、.’
労
災
保
険
の
社
会
保
障
化
上
の
離
水
的
問
題
一三○
かれているところであるが（９）雨私は以下のように考える。
さきにあふれたごとく、個別責任制における使用者は、それがいかに経済的強者であるとしても、その履行のため
の堪大な財源上の負担にたええず、その結果十分な補償を不可能とする。そこで、これに対処するた必に使用者が集
団を形成し、その集団的財力によって補償をなすことが不可避となる。この使用者の集団的補償の典型が責任保険形
態であった（、）。各個別使用者は、この集団的補償形錨聡Ⅱ保険集団たる使用者団体による責任履行形態をとることに
よって、一定の僅少の保険料負担とひきかえに補依災朧の負担という大きな危険の分散回避の実をおさめたの蕊なら
ず、被災労働者に対する補償繭に粘いても、個別責任でははたしえなかった充実をもたらしうる財源上の余力を生じ
た
。
補
償
の
集
団
化
は
、
被
災
労
働
者
と
の
関
係
に
お
い
て
も
財
源
上
の
基
盤
の
強
化
、
ひ
い
て
は
補
償
の
充
実
に
つ
な
が
る
と
い
う
Ｉ
Ｔ
ｂ
 
事実上の実益をもたらした』」とはたしかである。
、
、
、
、
、
、
しかし理論的に糸て、その集団責任は被災労働者保護の観点から個別一一眞任と異るどのような存立意義をもち、また
補
償
伽
に
具
体
的
に
い
か
な
る
変
化
を
も
た
ら
す
の
か
。
こ
こ
が
き
わ
め
て
重
要
な
と
こ
ろ
と
思
わ
れ
る
が
、
こ
れ
を
解
明
す
る
に
は
、
世上いわれる「集団責倖仕が何を意味するのか、右のような単純な責任保険方式に承られるような責任形態なのか、
あるいはそれをこえたなに咽のかであるのかを確定する必要がある。
もし、単純な責任保険方式におけるものを意味するとすれば、それは個別責任を前提とし、その責任負担者の危険
の分散ないし責任履行確保のための手段としての意味をもつにすぎない（個別使用者の単純な集団化）から、無から
有は生じない理で、その集団責任はその基礎である個別責任以上のものを生承だすことは不可能であろう。ここにも
もちろん「損害賠償の社会化」として、個別責任であったものを社会的責任に転化せしめ、その個別責任との関連を
こ
の
よ
う
な
意
味
に
お
け
る
集
団
責
任
形
態
は
、
個
別
責
任
に
対
す
る
単
純
な
責
任
保
険
よ
り
以
上
に
責
任
の
社
会
化
と
し
て
と
ら
え
うるむのであり、それば前述の今日における労働災害の社会化現象にも対応するものとして個別責任の単なる集団化
と
し
て
の
集
団
責
任
よ
り
も
一
歩
を
進
め
た
意
義
を
認
め
る
こ
と
が
で
き
る
で
あ
ろ
う
。
私
も
こ
の
意
義
を
認
め
る
に
決
し
て
や
ぶ
さ
か
不明確ならしめるとともに、淡任における微戒的、予防的機能を抹殺するという機能上の大きな変化がみられるので
あるが、しょせんは個別責任の単なる集団化であって労働保謹法的観点からみた場合、右のようなデメリットはあっ
ても、個別責任を上廻るものを導きうる原理ほ、とうてい見出し難いと思われる。したがって、このような意味にお
ける集団責任であるならば、その存立意義はほとんど否定されるであろう。集団責任は、それが個別責任に対して何
らかの独川の存立意義をもつときはじめて価値を生ずるのであるが、そのためには、それが個別覧任から原理上ある
ていどはなれた独自の責任形態としてあらわれなければならない。
右のような観点から存立意義をもつと考えられる集団責任形態は、典型的にはピメマルク労災保険に承られるよう
な、個別責任を前提としない単独、固有の責任形態のものと思われる。それは「使用者の資本としての一体性Ｂ）」
から、労働災害を個交の企業において単独にではなく、全資本主義産業体制のもとにおいて生じたものと蕊、かつ、
その労働災害における被災労働者に対する補償を個々の使用者の責任とせず、全使用者の一体としての責任Ⅱ全使用
者による危険の共同引受と観念したものと理解される。ここにおいては、個別使用者の事業場における災害発生率を
願
噸
す
る
こ
と
な
く
一
律
の
拠
出
金
率
が
設
定
さ
れ
る
こ
と
に
も
な
り
、
全
使
用
者
間
に
お
け
る
い
わ
ゆ
る
危
険
の
プ
ー
ル
化
が
達
成
さ
れる。
ではない⑯）。労災
保
険
の
社
会
保
障
化
上
の
塾
本
的
問
題
￣ 
一
一
一
心
に
論
ず
る
こ
と
と
し
た
い
。
労災保険の社会保障化上の基本的問題
一一一一一一
、
、
、
しかしながら、このような使用者の集団責任形態は、補償額、補償範囲その他の制度｝皿において、理論上、具体的
に個別責任を上廻る何らかのものをクリエイトするものであるのかどうか。私はこの点に大きな疑念をいだくのであ
る。集団責任といえども、補償そのものはやはり使用者責任としてのそれであることを脱却するものではなく、（し
たがってその補償は損失てん補的性格を矢なわないであろう）、個別責任を大きく上廻るものは導きえないのではな・
かろうか。西村氏は、集団責任における補償面の充実は、「集団責任が労働者の生存権的要求に基いて補償を拡大、
徹鵬させるための手段であるから、肯定しうる」とされ為が耐）、集団責任がどうして、またどのような形で補償の
拡大、徹底をもたらすのか論辿的必然性は見出しえず、それゆえにまたどうして労働者の生存権的要求実現の手段た
りうるのかについても承服しがたいものがある。
こうして、私見によれば、集馴責任は、その意義詮まったく評価しえないではないが、さりとて個別責任を上廻る
多くを期待しえないものである。個別責任の限界を破るには、やはり社会保障原理によるべきである。そして問題
は、朕史的に個別使用者の被災労働者に対する損失てん袖として発達してきた労災補償を、今日におけるより筒次の
生活保障原理にもとづく社会保障法制のなかに、いかなる形においてとりこむかである。この問題のうち、以下では
社会保障の一環たる労災保険の財源負担と、給付水準の二つのもっとも基本的と思われるものをとり上げ、これを中
（３）、（４）西村前掲五四頁
（
５
）
西
村
前
掲
五
六
頁
（
１
）
西
村
前
掲
四
七
頁
以
下
（２）西村前掲五○頁以下
（
６
）
こ
の
点
は
個
別
責
任
の
伝
統
的
立
場
（
た
と
え
ば
西
谷
敏
「
社
会
保
隙
法
に
お
け
る
人
間
像
」
法
学
雑
誌
一
九
巻
二
号
三
七
頁
注
（
８
）
。
た
だ
し氏は「社会保険の労災保険化」を展望されており、この点には注目すべきものがある。）からばもとより、社会正義の観
点からも、労災予防の観点からも、大きな問題をはらむものである。私は、労災保険の社会保障化は別途、故意、重過失あ
る使用者の慰籍斜も含めた被災者に対する損害賠償責任法制の確立がともなわなければならないと考えている。ただ、社会
保障化によって使用者責任が免責されることの伝統的立場からの懸念については、単純な責任保険化によっても、実質的に
はほとんど同じ結果になっている事実（僅少の保険料負担への幅嫁による責任の爽償的消滅）を知らなければならない。わ
が法制のもとでも、労災保険によって、労基法上の査任は実は観念的、形骸的なものに帳落しているのである。もし個別斑
任の趣旨を賃徹しようとするならば、いかな為形にせよ保険化すること自体にすでに川越があるはずである。
（７）この点については、拙稲「「労働安全衛生法」制定の動向とこんごの労働安全衛生立法の原理」（賃金と社会保障五八三
号）でふれた。ここでいう労働災害の社会化現象とは、労災保険を社会保障化することによって業務危険が社会的危険とと
らえられることではなく、労働災害自体における企業外的要素の濃厚化を意味す為。岐近のいわゆる高度経済成長ｌ工業社
会化が労働災害の性格を大きく変えようとしていることは重要である。
（８）句．、巨国且》。ご・＆｛・・己。ｇの芹⑩・・勺・の日貝『・ＰＯＦおいｇなど。
（９）たとえば桑原昌宏「労働災害と日本の労働法」二三七頁以下。
（、）「潰任保険による衡平な損害の分配の可能を前提として結果資任は認められている」（伊沢「責任保険の発展とその止揚」
（我護避暦、中巻五六○頁どものである一方で、寅任保険自体が労災補償法制を契棚として発達をとげたといわれる（西
脇梅次「覧任保険法の研蝿」三頁以下）。
脇
枕
次
「
誕
任
保
険
（ｕ）西村前掲五六頁
豆
）
集
団
責
任
に
つ
い
集団責任についての、上村氏の、集団的なやり方こそが社会保障であって、「集団寳任だからこそ社会保障の領域に属す
ると考えて染たい」（第四一一一回労働法学会シンポジュウムでの発言、学会誌労働法四○号一七○頁）の発一一一一回に代表される見
解には大きな説得力がある。ただ、社会保障の根木原理としての集団主義（、。一一の、牙】§）は資本主義の発展が経済的弱者
たる労働者を中心とする国魁大衆の個人責任主職をなり立たしめなくなったところに礎場したものである。そこで、同じ築
凹でも、従来の労災保険におけるような使用者の集団がはたして社会保障的意味での集団なのかどうかに私はなお箔干の雛
労災保険の社会保障化上の落水的問題
一一一一一一一
三
社
会
保
障
と
し
て
の
労
災
保
障
の
財
源
負
担
の
問
題
社会保障の一環としての労災保険は、単に使用者の個別責任を担保するにすぎない単純な責任保険とは異って、そ
の使用者の個別責任とは切断された国の国民に対する独自の生活保障法体系に属するものとして構成されることにな
る。そして、ここで直面する最初の問題はこの労災保険の財源負担の問題である。すなわち、使用者の個別責任を前
提とする労災保険においては、理論必然的にその財源Ⅱ保険料は全額便川者が負担すべきもの（保険運営費に至るま
で）であったに反し、社会保障としての労災保険においては、その財源負担は社会保障独自の原理によって決定され
るべきこととなり、すくなくとも従来の使用者全額負担原則の理論的根拠ないし必然性は失なわれる。そしてここに
社会保障独自の立場から改めてその財源負担者は誰れかを考えなければならないのである。
ところでこの社会保障一般の財源負担の問題自体、法理上いまだ明確な理論づけもなされないまま、沿革に従い、
被用者保険については労使の拠出を中心として、それに国庫が一部負担するという、三者負担の原則が踏襲されてき
ている。そこで、社会保障のもとの労災保険に｝」の原則をあてはめた場合、使用者以外に国や労働者も負担するのか
という問題が提起されることになり（１）、これが労災保険の社会保障化自体の大きな問題ともなるのである。
そして、この問題について、統一的社会保障制度の樹立という大目的のもとに、労働者にも負担せしむぺしと割切
り、その理論づけをしたのは前述のペバリッジであり、この理論のもとに、労組側の反対にもかかわらず、イギリス
労災保険の社会保障化上の熱本的問題
一三四
問をもつ。労災保険に識ける集団責任は個別責任から社会保障への過渡的形態として認めたい。
（坦）西村前掲五六頁以下。個別責任では業務外である通勤災害が、同じ使用者責任でも集団責任になると業務上になるという
論
理
が
私
に
は
理
解
し
か
ね
る
の
で
あ
る
。
法制（Ｚ圏・ロ巳Ｈ［〕砂巨冒８《厭目⑪日②巨口］目の酸》し２＄陰）は労働者負担への大転換をとげたのでる。
ベパリッジによる労働者負担の主要な理論は、社会保険に独自の危険のプール化（□・・旨、。【の・・巨暁蔦）理論の
労災保険部門への適用であった。すなわち、私保険と異って、社会保険、とくに失業保険や健康保険については、個
為の被保険者についての危険発生率の差異にかかわらず、その危険ば共同で負担するという原則が一般に支持されて
いるが、これは、労災保障費の国内全産業の均等負担の形で労災保険にも妥当しうる。そして、この考え方をとると、
その典川を使用者単独で負担する》」との主張の成立を脳雌ないし不可能とする。なぜなら、「各産業がおたがいに依
存しあっているかぎり、各産業に働く使用者も被用者もともに他のすべての産業に依存していることになる。銀行員
や家事使用人自身には鉱山や船舶の事故の費用を拠出する義務はないが、銀行員や家事使用人の雇主には拠川の義務
があるなどという理屈は成り立たない。各種各様の産業間をつらぬく共通の利害というものがあるかぎり、各産業ご
との危険の影響はまち漢まちであっても、全産業がその危険に備えて平等に負担しあうことが正しいとするならば、
利害が共通しているのはなにも使用者にかぎったことではなく、被川者についてもＭじである（２）」からである。
しかし、このような理論に対しては、すでに一九四四年のＩＬＯ、所得保障に閾する勧告（六七号、二五項⑤）は
業務災害補償の全費用は、使用者が拠出すべきものとして反対の態度をとったし、また、Ｐ・デュランのつとに典を
唱えるころであった。デュランは、使用者責任の過去の伝統的制度への執着のほかに、労働災害が単純な偶発事故で
はなく、使用者の利益のもとに、使用者によって組識された行為過程において生じたものであることを強調し、「社
会保障の現代的構想のもとにおいても、業務危険の観念（毎口・感・ロ：国ｍＰＰの肩・席の過自国の旨）を完全に否定すべきで
ない」として使用者の全額負担を維持すべきものとしたのである（３）。そしてこの侠州者負担は労働災害の予防的効
労
災
保
険
の
社
会
保
障
化
上
の
基
本
的
問
題
一三五
労災保険の社会保障化上の基本的問題
一一一一一ハ
采にも結びつく利点が指摘される。
さて、われわれはこの問題をどのように考えるべきであろうか。私は前稿において、労災保険の社会保障化による
識任からの切断により、保険料は国が使用者に対し、その責任の有無を問わず被災労働者の生活保障のた酌に義務づ
けた拠川金としての性格をおび、また労災保険が社会保障の一環に組入れられたことにより、その財源を何に求め、
誰に仇岨せしめるかは国の独自の政策的判断の問題であるとした（４）。この点は現在においても基本的に妹変更の必
要は感じていない。ただ、その財源負担関係は「政雛的判断」というよりは、実は社会保障の本質なり性格なりから
班論的に導かれるべきものであろう。したがって、この川脳の究明には、まず社会保障一般の財源またはその負担の
あり方が、その木質なり、性格なりにてらし理論的に解明されることが先決となる。しかしながら、この点の理論的
な解明はいまだ十分とほいえないぽかりか、はたしてそれが可能か否かさえおぼつかないものがある。社会保障が国
の責任を根本とする国民の生活保障の制度であることに徴すれば、その財源負担については国が重要な位置をしめる
べきものであることは一応導かれるであろう。しかし、社会保障はかつての社会保険時代からの発展形態としての沿
轆をもち、財源とその負担者は、その国によって、国脈撒狐型、使用者負担型、被川者負担型等（５）の差を呈しつつ、
過去の制度の承継というきわめて沿革的、非理論的要素によって決定されているのが現状である。そこで、社会保障
といえば、その財源は労，位および国の一一一者負担が原川であ筋という漠然たる理解が一般化しているかのどとくであ
る。そして、ベパリッジにおける労災保険の財源負担も、前述の彼の特殊な理論づけによりつつ、結局この社会保障
の財源負担の一般原則に落着いたものであった。
しかし社会保障法の進展とともに、この問題はもはや淡然たる従来の負担原則の踏襲ではすまされず、より理論的
な
究
明
が
な
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
残
念
な
が
ら
、
私
は
い
ま
こ
こ
で
こ
の
点
を
論
ず
ろ
卜
分
な
川
懲
は
な
い
。
た
だ
言
え
る
こ
と
は、社会保障の財源負担ないしその負担割合は、全社会保障制度を通じて一律に定められるべきではなく、それを組
成する各保障部門ごとに定められるべきであるということである。社会保障は保障の包括性と統一性を強く要請する
ものであり、その財源負担の面においても、従来、各保障部門のそれぞれの特性を捨象して、全体としての独川負担
が柿ぜられがちであったが、社会保障は財源負担の伽までも統一的であることは却って不合理である。たとえば、純
然に為私傷病（これが減少していることは後述）の保障の経澱については被保障樹の負担も妥当であるが、一般的賃
金水準低下がとくにその制度の誘因となっている児童手当（家族手当）の費用を被川者に負担させることは木末てん
倒であろうし、富た私見によれば、失業保障費についても労働者は無負担を原則とすべきである（６）。こうして、社
会保障の費用負担関係ば、各部門ごとに、その保障事故ないし保障給付の性格、さらに保障利益の帰属関係などが考
慮されて決定されるべきで（７）、それは社会保障を公平にして社会的に妥当な制度たらしめるゆえんと考える。
では、このような立場に立った場合、労災保障部門（これが独立の部門として存続しうるか侮かがそもそも問題で
あることは後述）の財源負担はどうか。結論を先に云えば、主としては使用者、従としては国が負担すべきであっ
て、労仙者は負担すべきものではない。ベバリッジの危険のプール化理論は、労災保障に関しては、樹木主瀧社会に
おいて利害の一体関係をなす使川者間においては妥当であるが、その使用者の営利活動のもとにおける労働災害の一
方的職牲者である労働者にまで及ぼすことは社会正義に反し、不当なこととなる。
しかし、労働者が無負担である｝」とは、労災保険が社会保障法体系のもとにとりこまれたのちにおいても過去の個
別武任とその基本的原理を放棄すべきではないとする前述のデュランの見解や、あるいはより単純に、従来の労災補
労災保険の社会保障化上の薙本的問題
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憤激社会保障が肩代りしたがゆえに、その財源負担面に澱いては過去の労働法原理を残存せしむくしとす為ところか
ら求められるべきものでもない。前稿でも述べたように、労災保険の社会保障化によって、根本的には民法的拙辨賠
償原理を脱却できなかった労災補償が国家的生活保障原理へと本質的転換をとげ、その結果、保障領域の拡大その他
補償柵造上の大きな変化をもたらすのであって（８）、その財源面においての承過去の原理を維持することは理論的一
貫性を欠くことになる。のみならず、とくに保障領域の紘大（災害の業務上性の拡大）によって、従来の個別籏伍の
原理は妥当しえなくなっているのである。すなわち、私見によれば、個別責任のもとにおいては、それが扱失てん袖
としての本質を脱却できなかったがゆえに、災害の範囲は、使用者に対する帰責事Ⅲ存在の範囲、すなわち使川者の
支配下あるいは指揮命令下の災害として、一般に承認されている「業務遂行性」、「業務起因性」の二要件主義のも
とに覇厳格に解されざるをえなかったが、社会保障下の労災保障についてはこの制約が撤廃ないし修正され、通勤災
害
そ
の
他
の
使
用
者
に
と
っ
て
の
不
可
抗
力
的
災
害
も
含
め
、
お
よ
そ
労
働
者
か
ら
見
て
使
用
者
に
対
す
る
労
務
提
供
に
関
連
あ
る
生
活
部分Ⅱ労働生活部分ｌ通常、労働者の出宅から帰宅するまでｌにおいて生じた災害は原則的に包含されうることとな
るのである（９）したがって、これよりも補償範囲の狭い従来の使用者補償原理をそのまま持ちこふえないのである。
こ
う
し
て
、
社
会
保
障
の
も
と
に
お
け
る
労
災
保
障
の
財
洲
負
担
関
係
は
、
過
去
の
使
用
者
責
任
と
は
別
個
の
、
社
会
保
障
法
独
、
の
次元に立って、何よりも労働災害（範囲の拡大された）の特殊性を考慮して決定されるべきである。そしてその特殊
性は、私傷病との対此において考えらるべきであるが、それは労働者にとっての企業に対する労務提供過程Ⅱ企業に
とってはその営利確保のために不欠な労働者の行為過程、で生じたことである。従来の個別責任のもとに粘いて業務
上性を認められていた災害はもとより、通勤災害、地縢、蒋爾による災害など、使用者にとっての不可抗力的災害で
あ
っ
て
も
、
そ
れ
は
労
働
者
の
企
業
に
対
す
る
労
務
提
供
の
一
過
程
に
お
い
て
、
ま
た
企
業
の
営
利
目
的
と
の
関
連
で
生
じ
た
も
の
で
あ
り、このことに猫いて、社会保障法上、その保障費用の負担については労働者の私傷病におけると別異に定められる
べく、使用者負担、労働者無負担の十分な理由となしうると解される。労働者の生活保障を直接的理念とする社会保
障下においては、前述のような個別女征におけるとは別の懲味における公平の観点にたって、全関係者に妥当な財腺
負担関係が設定されるべきであるが、労働災害におけるこの特質、すなわち、使用者は、その労務提供によって利益
をえ、労働者はその過程での一方的犠牲者であるということから、労働者は無負担とし、仙川者を主たる負担老とす
べ
き
こ
と
が
公
平
に
合
致
す
る
と
象
ら
れ
る
の
で
あ
る
。
こうして、労働災害の右のような特質は、その保障費負担面における使用者責任を導くのであるが、それは質的に
は私傷病における使用背責任（健康保険などにおける使用者拠出義務）と同じであって、労働法とは別個の社会保障
法独自の責任と解される耐）。
つぎに国庫負担であるが、私は前稿において、社会保障が国家の責任を中心とする国民の生活保障のための制度で
あ
る
こ
と
に
照
応
し
、
労
災
保
険
の
社
会
保
障
化
と
い
う
制
度
的
前
進
の
た
め
の
経
費
に
つ
い
て
の
国
庫
負
担
を
積
極
的
に
評
価
し
た
（ｕ）。この点についても、考えをかえていない。その制度的前進とは、まず前述の保障の対象となる災害の範囲の拡
大であり、つぎに保障が被災労仙者の生活保障へと本質を転換したことによる、年金化その他の保障給付額の哨加あ
る
い
は
、
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
そ
の
他
の
被
災
労
働
者
の
福
祉
施
設
や
、
今
後
大
い
に
重
要
視
さ
れ
る
べ
き
災
害
予
防
措
置
の
増
進
等
、
個
別
責
任
の
も
と
で
は
本
来
な
さ
れ
え
な
か
っ
た
措
置
の
充
実
で
あ
る
。
しかし、労災保障部門への国庫負担導入の根拠はこれにはかぎられず、労災保険の社会保障化を必然化する新しい
労災保険の社会保障化上の基本的問題
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労
災
保
険
の
社
会
保
障
化
上
の
雑
木
的
問
題
一四○
要因として前述した労働災害の社会化現象のなかにも存在する。すなわち最近の労働災害誘発要因として登場した交
通事情の悪化、労働者の体力、健康状態の低下ないし悪化、さらに公害の拡大、進行など、労働災害における企業外
的要素の増大であるが、これは最近のわが国におけるいわゆる高度経済成長のもたらしたものであり、これについて
は、その高度経済成長をなしその利益を吸収した資本全体がまず連帯して責任を負わなければならないことは当然で
ある。この点において、集団責任説が妥当する十分な根拠があることはさきに一言したとおりである。
しかし、このような労働災害における企業外的要素は、倒比一般の健康と体位の保全、向上の使命をになう国家の
議務としての保健政策、都市政雄、依宅、交通政簸、公害防止政策その他万般の政策と籍接不可分の関係にあること
も見逃しえない。すなわち、今日における労働災害の発生または予防は、単に卑近な労働災害そのものの発生または
予防の視野のみではとらええず、国家のこのような政策全般と深いかかわりをもつのであって、このような関係は、
労災保険の社会保障化自体を促すとともに、その財源について、保障給付および予防の双方の面での相応の国庫負担
を
根
拠
づ
け
る
の
で
あ
る
。
（１）業勃上の事故をも対象とするわが国の厚生年金は、この原則によって労働者も負担している。この制度は、労災保険の社
会保障化が完全になされた吻合、全社会保障制度の立場からそのあり方に検討が加えらるべきこととなる。
（２）ベパリッジ・レポート八七項、山Ⅲ鑑訳前掲六一項以下。
（３）同ワニ３口」》○℃。Ｑ［・》や．、ｇ
（４）拙稿、前掲社会労働研究一七巻〒二号一六頁。
（５）和田八束「社会保障と受益者負担」（月刊労働問題一九六九．ご参照。
（６）この点はいずれ論じたいが、解雇は誕法上は自由であっても、資本主義社会においては、それは労働者の生存を脅かす効
果をもち、国民の生存権保障を理念とす為社会保障法上は、使用者はそれに対し責任を負うと蕊られるからである。立論に
前
述
の
オ
ラ
ン
ダ
の
よ
う
な
例
外
を
除
い
て
、
労
災
保
険
は
、
他
の
一
般
社
会
保
険
よ
り
も
労
働
者
に
有
利
な
扱
い
が
な
さ
れ
て
い
る
のが、現在でも世界における通例である。労災保険をいかに社会保障という高次の理念のもとにおける法体系に組み
込もうとも、それがかつての使用者責任制時代における給付内容に劣るものとなるならば、その社会保障化自体、拒
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若
干
の
差
は
あ
る
が
、
失
業
に
対
す
る
使
用
者
の
責
任
を
肯
定
す
る
も
の
に
、
田
中
潰
走
「
労
働
保
険
の
諸
問
題
」
（
ジ
ュ
リ
・
寅
九
二
号
一
○
八頁）、西谷敏前掲三三頁があり、また小川教授は、失薬が資本主義社会特有の現象たることから、労使同率負扣のわが失
業保険制度には問題ありとされる（新労働法識座八巻三○七頁）。
（７）西谷教授は、社会保障の必然性が独占資本による収奪↓勤労諸階層の貧困にあるところから、社会保障をその加害者から
被害者へ支払われる一種の補償としてとらえ、ここに使用者拠出の根拠を求められる（前掲一一一一頁以下）。この見解自体き
わめて興味あるものであ覇が、収奪↓貧困化という概搬的な社会・経済学的関係は、な寵のままで使用者の法的流任の根拠
とはなしえず、それを法的にリファインする必要があみ。そこで教授も各制度ごとに使用者責任の根拠を検討されているし
（同一一一二’三一一一頁）、また、社会保険財源については、対象となる事故の原因に関して武任を有する者が負担すべきことと
されている（同四一頁）。結胤、各部円ごとの個別的判断通要するところと思われる。
（８）拙稲、前掲社会労働研究一七巻一・二号、一二頁以下。
（９）拙稿、前掲社会労働研究一七巻一・二号、二一頁以下。
〈、）社会保障法上の使用者責任の性格を論じたものとして、林「社会保障における使用者の社会的責任」（健康保険一九巻二
号）、上村「家族手当における責任の問題」（社会保障年艦六六年版）など。また社会保障における財源負担の根拠論として
團○倉曰汗句ご目・甘砠・啼、月芭砕・貝ご憲巳圏》ロ・』ｌ・西原「社会保険における拠出し（契約法大系Ｖ所収）など。
（、）拙稲、前掲社会労働研究一七巻一・二号一六頁。
四
労
働
保
障
の
給
付
水
準
の
問
題
そしてこの場合、右に述べたように、社会保障下の労災保障の給付内容が過去の使用者責任法制における補償内容
を下ってはならない要請（両者は補償原理を異にするものであるから、本来その比較は困難なのであるが）は絶対的
であるから、問題は、社会保障における他の部門の保障内容が労災保障部門におけるそれに追いついてはならない
か、換言すれば、およそ社会保障において、労災保障にはつねに有利取扱原則が獄かれなければならないかという形
をとってあらわれる。そして、この有利取扱原則のうち、最も重要なのは給付水準に関してである。そこで、労災保
障
に
お
け
る
給
付
水
準
を
中
心
と
し
て
、
以
下
こ
の
問
題
の
検
討
を
な
す
こ
と
と
し
た
い
。
まず、社会保障における労災保障の有利取扱原則の根拠はなにかであるが、この点について論議の先鞭をつげたの
はやはりペバリッジであった。
ベバリヅジは、周知のごとく、ナショナル。ミニマム確立の理念のもとに、全国民を対象とする均一給付による社
会保険制度を構想したのであるが、労災保障に関しては、その社会保障化の必要性と、その観点からの業務外災害と
の同一取扱の原則を強調しつつも、例外的取扱いを提言した。すなわち、業務上災害疾病による労働不能が一三週以
労
災
保
険
の
社
会
保
障
化
上
の
基
本
的
問
題
一四二
否されるべきものとなるであろう。右の世界に聴ける労災保険の有利取扱の現象は、理論的というよりも、｜股社会
保障の給付内溶の低さを前提として、労災保障については、過去の使用者責任法制に鮨ける補償内容を維持しようと
した実際上の考慮が強く働いた結果と認められる余地が大きい。
しかしながら、社会保障制度が現代社会に必要不可欠のものとして定着し、かつ今後の発展が図られなければなら
ない今日においては、右の労災保障におけ為有利取扱いというものにより理論的な検討が加えられなければならない
と
思
わ
れ
る
。
上にわたるときは、所得比例給付（完全労働不能のときは、被用者の就業時の収入の一一一分の二）をなすべきこととし
、
、
＄
たのである（１）。これは単純な給付額の例外的取扱いではなく、後述のように、給付原理そのものの特別的取扱い・を
し
た
も
の
と
し
て
注
目
さ
れ
る
べ
き
も
の
で
あ
る
が
、
そ
の
も
っ
と
も
主
要
な
論
拠
は
つ
ぎ
の
よ
う
で
あ
る
。
ある地域に欠くことのできない危険な産業に従事することが必至であるとすれば、その従事には当然にその産業の
危険に対する特別な対策をなすことの保障が望ましく、また蘂った労働不能や死亡に対しては、生活に必要な妓低限
ばかりでなくて、稼得比例の補枇がなされるべきであ為。もしある職業がとくに危険であるならば、その聯莱には特
別
な
報
酬
ｌ
危
険
手
当
ｌ
鵡
必
婆
で
あ
る
が
、
そ
の
農
手
当
は
賃
金
の
形
で
の
肇
支
給
さ
れ
て
も
意
味
が
な
く
、
危
険
が
拠
爽
化
されたあとでも必要となる。これだけでも、危険が平均より間い職業では特別な条件で補悩をなし、危険が少ない職
業では労働不能の原因を問わず、｜般的措置にゆだねるのがよいことになる。ある職業において、そこでの危険率が
道路上や家庭内の普通の危険率と実質的に差がない場合には、それに対し特別の手厚い措置をとる強い根拠は兇出し
こ
う
し
て
、
ベ
パ
リ
ッ
ジ
の
理
論
に
お
い
て
は
、
同
じ
業
務
上
の
災
害
疾
病
を
受
け
て
も
、
危
険
度
の
高
い
企
業
に
一
雇
用
さ
れ
る
労
働
者と危険度の低い企業における労働者とは社会保障上差別されることになるのであって（３）、まことに特異な肌論と
いうべく、とうてい承服しがたいものがある。
しかし、この点はさておき、ベバリヅジの右の労災保障給付における所得比例制の特別取扱いは、一般社会保障給
付が均一給付であることを前提としたものであるから、もし一般社会保障給付全体を所得比例制に移すとすれば、精
のずから解消され、』」とさらに労災保障給付を特別扱いする必要はなくなることとなろう。そして、後述のように、
労災保険の社会保障化上の基本的問題
一四三
難い（と。
労災保険の社会保障化上の蕪本的問題
一四四
この所櫛比例制の護をなす原理ｌ過去の生旙水準の維持ｌこそ、イギリスにおいてベパリッジ以後に蝋われに
第二の生活保障原理なのであった。
労災保障の特別取扱いの理論づけとして、より一般的説得力をもっとゑられるのは、労働災害が当該社会に有益な
行為過程で生じたことに着眼する説である（４）。すなわち、労働災害は、労働者の私生活で生じた事故と異り、その
社会に有益な労伽過程で発生したものであるから、その犠牲に対しては、私生活上の事故よりも一段高額の給付をな
すことによって酬いるべきであるとするものである。そしてこのことは兵士の戦争によ為犠牲の関係に擬せられる。
この説に立てば、社会保障体系中、労災保障給付は必ず他の一般的給付よりも高水準でなければならないこととな
ろ
う
。
し
か
し
な
が
ら
、
一
見
妥
当
と
承
ら
れ
る
こ
の
説
も
や
は
り
問
題
が
あ
る
。
ま
ず
、
社
会
主
義
社
会
な
ら
ば
と
も
か
く
、
資
本
主
義社会においては、個人主義を基調として、私的利潤追究を建前とするものであり、労働者といえどもゑずからの生
活維持のために労側するものである。その労働による社会的叉献は、直接に危険な社会防術業務に身を挺する轆察官、
消防士など特珠な労働者を除き、ごく間接的、結果的なものにすぎず（これが兵士とは根本的に異る）、これに特別
の社会的報償を与えることは、現行社会の基本榊造と相容れない（５）。もしこれをなすとすれば、単に労働者の被災
後の救済の面のみではなく、稼働中の賃金についてもなされなければならないであろうし、また労働者だけではな
く、、営業者の営業活動中の鴨故の救済にも及ばなければ首尾一貫しない理である。
簾二に、この説では、一般社会保障給付が被保障者の過去の所得を完全に保障するところまでに到達した場合にも
労災保障給付はこれにさらに上乗せされなければならないことなるが（６）、これは社会保障の限界をこえるものでば
な
い
か
の
疑
問
で
あ
る
。
こ
の
点
ば
社
会
保
障
の
給
付
水
準
の
理
想
図
を
勝
想
す
る
に
あ
た
っ
て
き
わ
め
て
重
要
な
問
題
で
あ
る
が
、
私
蝿
中
位
以
上
の
所
得
水
準
に
あ
あ
渚
の
酬
放
に
対
す
る
社
会
保
障
給
付
は
、
そ
の
者
の
過
去
の
所
得
を
完
全
に
保
障
す
る
こ
と
に
よ
っ
てその目標は達せられるものと考える。それ以上の保障は社会保障外でなされるべきもので、したがって、一般社会
保障給付が右の目標に達したのちにおいては、労災保障給付はそれ以上の額、すなわち中位の所得者が、労災によっ
てその所得を上廻る額を保障するまでの必要はないと思うのである。
以上、労災保障の給付水準についての有利取扱いの主張の二つの論拠について検討し、いずれも首肯できないこと
をあきらかにしたが、逆に、この労災保障の特別取扱いの解消ｌひいては労災保険解澗ｌを秋極的に主張する説の代
表として樋口氏の説（７）があげられる。
氏は、かつて労災補償が業務危険の観念の上に構築された沿革のゆえに、社会保障体系中、それが特別有利な取扱
いを受けて出発したものではあるが、その後、その特別取扱いが他の一般社会保障における給付内容、給付条件の改
善によって漸次解消されつつあ筋近時の国際的動向を指摘したうえ、社会保障発足以後における産業安全、賃金、社
会保障の発展といった社会的諸事情の変化に応じて、将来における社会保障は岸」の差別解消に向うべきことを説か
れる。社会保障が、平等性と普通性の原理のもとに、社会に生ずる事故に対する有効な保護への人交の熱望を突風す
べきものである以上、業務上・外の区別は消滅すべきものであろうと。そしてこの場合、最近の社会の工業化ないし
技術革新の進展が、労動者の全生活面にわたる災害の激増や人間の生活構造の複雑化をもたらし、災害についての挙
証や個人、企業、社会の責任配分を困難ならしめ、このことが労災保障面においての、かつての業務危険の観念から
社会責任への転換を迫るものであることが強調されている。
右の樋口氏の見解に私も基本的に賛成である。まず第一に一般社会保障給付は岐低生活保障を基礎としつつ、これ
労
災
保
険
の
社
会
保
障
化
上
の
鍵
本
的
問
題
一四五
こ
の
う
ち
、
第
二
の
災
害
要
因
の
複
雑
化
に
つ
い
て
は
、
労
動
災
害
に
お
け
る
企
業
外
的
要
素
の
増
大
ｌ
労
働
災
害
の
社
会
化
現
象
Ｉ
の面から前述したところである。ここで強調されなければならない点は、これとは逆の形において、従来から労働災
害でなく純然たる私傷病とされていたものに企業活動による影響が増大しつつあるということである。負傷について
いえば、まず交通災害があげられる。交通災害は、最近の自動車災害に端的に躯られ為ように、自動車台数の噸加と
人口の都市集中化に負うところが大きいが、この二つとも根本的には産業構造の変化ないし高度成長のもたらしたも
のである。より卑近に率ても、企業活動の活発化は、営業車の増加をきたし、一般国民の自動車災害を激増させる。
つぎに、この自動車台数の増加は、他面、光化学スモッグ等の原因となって一般国民の内部疾患を誘発する。内部疾
患は、自動車の排気ガスにとどまらず、四日市ぜん息に端的に譲られるような企業活動による空気汚染、水俣病にみ
られおような海洋、河川汚染、その他きわめて広汎な範囲において企業活動によって生ぜしめられるにいたった。ま
た高度成長の所産である右の人口の都市集中化は騒音、振動、交通事情の悪化、空気汚染、空閑地ないし緑地の減少
などとなって、直接、間接に住民一般の体力、疾病に対する抵抗力を低下せしめ、これが風邪その他方端の内部疾患
の
基
本
的
誘
因
と
な
っ
て
い
る
こ
と
は
疑
う
べ
く
も
あ
る
ま
い
。
このようにして、今日における私傷病は、多かれ少なかれ企業活動の影響をうけて発生するのであって、昔日のご
とく、純然たる私傷病としては理解しがたくなっている（８）。固有の労働災害は、企業活動によって、直接その企業
要な要因である。
こ
の
う
ち
、
第
一
労災保険の社会保障化上の埜本的問題
一四六
から脱して、事故発生前の国民の生活維持に向うべき原理的必然性をもつこと、第二には股近の高度成長がもたらし
た災害要因の複雑化による災害の「業務上」概念の根拠の稀薄化。これが今後に鋼ける労災保障有利取扱の撤廃の主
主
と
雇
用
関
係
に
あ
る
労
働
者
に
生
じ
た
災
害
で
あ
っ
た
が
、
私
傷
病
に
お
け
る
右
の
事
情
は
、
そ
の
労
働
災
害
が
外
延
を
拡
げ
、
一
般
住民をも対象化するにいたったといいうるであろう。そして、従来からの固有の労働災害とこの新たな労働災害は、
より大きく産業災害ともいうべき概念のもとに統合、吸収されるべきもの（９）と思われる。要するに、一方において
固有の労働災害に企業外的要素が増大し、他方、国民一般の私傷病に企業活動の影響が濃厚となり、かっこの傾向が
将来ますます顕著となるであろうことは、噸に責任配分の不叫確化の糸ならず、とりもなおさず「労働災害」と「私
傷病」の同質化、さらに「労働災害」あるいは「業務上災害・疾病」の概念自体の崩解を暗示するのである。
つぎに第一の社会保障における給付内容の所得維持への指向性であるが、これについては、私はかって別稲におい
てくわしく論じた（９。ここでは概略を述べるにとどめたい。
社会保障といわれ為制度には、同じ国民の生活保障を図るものでありながら、従来その基本原理を異にする二つの
。
〈
タ
ー
ン
が
あ
っ
た
。
｜
は
ヨ
ー
ロ
ッ
．
〈
大
陸
で
行
な
わ
れ
て
い
る
大
陸
型
（
Ⅱ
ピ
ス
マ
ル
ク
型
）
で
あ
り
、
他
は
ア
ン
グ
ロ
サ
ク
ソ
ン・北欧型（Ⅱベバリッジ型）である。前者は能力主義に立脚し、個人の所得に比例した拠出、給付を行なうのに対
し、後者は平等主義の上に立ち、個人の過去の所得とはかかわりなく、一律の拠出・給付をなす。前者における生活
保
障
の
原
理
は
、
稼
得
能
力
喪
失
後
に
お
い
て
、
各
被
保
障
者
に
極
力
従
前
の
生
活
を
維
持
さ
せ
よ
う
と
す
る
「
生
活
維
持
原
則
」
（圓濁・廷の。閉日巳日の目員。：、『胤乱。白い、一目§ａ・［一］風謁）であるに反し、後者のそれは、すべての国民に一律に最
低限度の生活を保障しようとする「最低生活原則」（⑪四ヶ、陣のロ８｛〕§臼己』の）である。このうちいずれの型をとっても
労災保障給付は一般給付よりも高く定められるのが各国の立法例であった。この場合、所得比例制をとる国において
は、その比例率を他よりも高めることで足り、その原理を変更する必要はなかったが、均一制をとる国においては、
労災保険の社会保障化上の基本的問題
一四七
労災保険の社会保障化上の基本的問題
一四八
労災保障に関しては均一の原理そのものを修正する必要もあった。
ところで、この二つの生活保障原理のうち、最低生活原則は、戦後の国陀組窮乏の事情にはきわめて適切かつ有効
な原理であって、ベバリッジの均一構想が妥当す為大きな根拠があった。しかし、その後の社会の安定、経済の復興
にともなう人☆の所得水準、生活水準の向上はやがてこの最低生活原則に不満を生ぜしめるに至る。人点は、その稼
得能力の喪失、中断に際して、一挙に最低生活へ転落することにあまんぜず、極力、従前の生活を維持できるような
内容の保障を求めるようになったのである。ここにおいて、均両籾Ⅱ熾低生活原則にかわ為、第二の生活保障原理た
る所得比例制１生活維持原則が登場することとなった。ベ．〈リッジ原則の崩解と称された一九六一年にはじまるイギ
リス社会保障法の改革がこれに対応する。
このようにして、いままで顕著な原理的相違を示していた世界における社会保障は所得比例制Ⅱ生活維持原則へと
統一化の傾向が打川される（逆に所得比例制国においては、給付額の最低保障制導入の形で岐低生派原則がとり入れ
られることになる）ことになった。最低生活原則の上に立ちつつも、生活維持原則はいまや社会保障の本流となった
のである。そして、この原理に立った場合、その最終目標は、被保障者の過去の所得（Ⅲ生活水準）の一○○．〈１セ
ントの保障であることはいうまでもない。この点は労災保障給付であろうと他の一般給付であろうとかわらない。根
本に糖いて恨失てん補を脱しえなかった個別的使用者責任法制のもとにおける補倣も、民法上の損害賠償的原理を前
提とする逸失利益補てんの意味あいにおいて、やはり過去の所得の一定率の支給という所得比例的形態をとった。し
かし、外形上何じょうな所得比例形態をとっても、その本質の理解は使用者責任法制におけると社会保障に組み入れ
られた後の労災保障給付とでは異るべきであり、後者は生活保障の一原理としての生活維持原則からでるものと認め
現
在
、
フ
ラ
ン
ス
の
完
全
廃
疾
の
場
合
の
一
○
○
パ
ー
セ
ン
ト
保
障
の
よ
う
な
例
外
を
除
き
、
わ
が
国
に
も
難
ら
れ
る
よ
う
に
、
労
災
保
障
の
給
付
水
準
が
他
の
給
付
よ
り
高
い
と
い
っ
て
も
、
そ
れ
さ
え
も
右
の
目
標
が
達
成
さ
れ
て
い
な
い
状
況
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
これ自体の目標達成が先行すべきであろうが、それに他の社会保障給付がリードされる形をとって、ともども、その
一○○パーセント保障にゆきつくべきものである。
以上は労災保障における所得保障給付の面についての承考颪察したが、医療保障面についてはより明白である。所得
保障に媚いては、過去の沿革から、経過的には両者に格差があることは是認できるとしても、傷病の治療町の給付に
ついては、社会保障法上、もはや労働災害に起因するものとその他とを区別する理由は見出しがたいのである。
要するに、現段階における社会保障は、労災保障給付の水準とそれ以外の給付の水準のあり方に関し、後者はなに
ゆえに前者に劣らねばならないか、という形で問題が提示されているのであって、労災保険の社会保障化によって、
その保障水準が現在の一般水準な染に引下げられるか、ではないのである。そして、「同一－－－Ｆに対しては同一給
付を」という社会保障原理上の強い要請に対し、これをこぱふうる根拠は見出しがたい。このことは給付額の象の問
題ではなく、保険への加入期間、待期期間等の給付条件についてもいえることである。現在の社会保障は社会保険の
技術への依存がいまだ強く、労災保険におけると異り、一般給付の開始には一定の拠出期間が要件とされるのが迫例
で
あ
る
が
、
社
会
保
障
の
進
展
は
や
が
て
こ
の
保
険
技
術
上
の
障
害
を
克
服
し
、
ま
た
す
べ
き
も
の
で
あ
ろ
う
。
現
に
労
災
保
険
が
そ
う
ら
れ
る
の
で
あ
る
。
で、あるように㈱
（１）ベパリッジ・レポート、’一一一一一二項、山田鑑訳二○○頁。
労災保険の社会保障化上の基本的問題
一四九
樋口氏の表現によれば、労災補償は社会保障の『（厨・の冊体円薯であった。にもかかわらず、それが労使関係の場に
おける使用者の労働者に対する責任の形で登場したがゆえに、容易に生活保障を本質とする社会保障体系になじ糸え
な
い
と
い
う
皮
肉
な
結
果
を
ま
ね
て
い
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
す
べ
て
の
事
故
を
「
一
ム
プ
リ
ヘ
ソ
シ
プ
に
と
い
う
、
こ
の
点
に
お
い
て
は
崩れることのないベパリッジの社会保障原理の強い力に加え、労災補償自体における前述の社会保障への指向性が合
（
８
）
大
河
内
教
授
は
、
は
や
く
か
ら
、
と
く
に
疾
病
に
つ
い
て
業
務
上
外
の
判
定
の
困
難
性
を
指
摘
さ
れ
て
き
た
が
（
改
訂
版
、
社
会
政
箙
（
各
論）八八頁以下）、最近の産業の発展は、この傾向を、労働者↓労働者の家族↓一般住民へと拡張している。
（９）窪田、乾、田村編「現代の企業災害」（法学基礎セミナー４）は、公害と労働災害を現代企業の災害として把える立場に
立つ（同書二、七頁）。
両
）
拙
稿
「
近
年
に
お
け
為
社
会
保
障
法
発
展
の
動
向
と
生
存
権
原
理
の
進
展
」
（
社
会
労
働
研
究
一
八
巻
二
号
）
労災保険の社会保障化上の基本的題題
一五○
（２）ベパリッジ，レポート八一項以下、山田鑑訳五七頁以下。この理由づけのほか、労働災害が使用者の命令下における労働
によって発生したこと、および、労働災害に対する特別給付が過失の有無を問わず支給されれば、普通法上の使用譜の責任
は道義的に責任ある場合だけに限定されることをあげるが、これが論拠として弱いことはベパリッジ自身も認ぬる。
（３）もっとも、ペバリッジの具体的提案では、このような差別はなされていない。
（４）句・ＤＢ目』．。固・・冒甚］Ｃの芹“・現行制度についてのイギリス政府もこの考え方を採用したとされる。社会保険事典一一一九八
頁（三島教授執筆）も同旨と認められる。
（５）社会主義国における労災保障の有利性は、これによって容易に理論づけられる。□§、茸・厨》・で，骨・・勺・“忠》回・［⑩⑭参照。
（６）社会保険事典三九八頁はこれを肯定。
（７）曰国侭巨・宮】寓目：ＲＱい〕汀畷司】のゴォ・｛命日で一旦日の口庁鳳巨Ｑ冒切：】国一切の２【昼．》（厨［の日島・且匠９日”図一ｍ轍》ぐこ・巴、》
ｚ
ｐ
巳
む
す
ぴ
し
て
、
労
災
保
険
は
漸
次
社
会
保
障
化
へ
の
途
を
と
る
こ
と
と
な
る
。
本稿は、私のこの労災保険社会保障化に対する立場をあきらかにしつつ、その場合に予想される二つの問題点ｌ
財
源
皇
と
、
給
付
水
準
の
胴
魑
Ｉ
に
つ
い
て
の
零
察
麓
行
な
っ
た
．
前
者
に
つ
い
て
ば
依
然
と
し
て
使
用
霧
賞
崇
主
体
と
な
り
、
これに国庫負担が加わること、後者については、労災保障給付以外の一般給付がとりあえずは労災保障水準を目標と
して引上げられるべきことｌしたがって労災補償は依然として社会保障の冨月圏（の獄の地位を保ち続けることとな
るｌの結論を導いた。もしこの第二の点が実現されたとき、財源負担との関係を除き、「労働災害」、さらに「労災保
障
（
補
償
）
」
の
概
念
は
消
滅
す
る
。
そ
し
て
、
こ
の
「
労
働
災
害
」
概
念
の
消
滅
は
、
単
に
制
度
が
一
本
化
さ
れ
た
と
い
う
だ
け
に
よ
っ
てではなく、経済の発展あるいは産業の構造の変革が労働災害を含めた国民の傷病にもたらした変化にもよるもので
あ
る
こ
と
に
注
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
あ
る
。
労
災
保
険
の
社
会
保
障
化
上
の
茶
本
的
題
魍
一
五
